（消費税廃止各界連）2026年1月宣伝スポット（参考例）
◆ご通行中の皆さん、商店街の皆さん、こんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税とインボイス制度の廃止を全国で訴えています。
◆この間、消費税をめぐる政治の動きは、はっきりと変わってきました。立憲と公明が結成した新党は食料品の消費税率ゼロを選挙公約にすると発表しました。
[bookmark: _GoBack]◆これまで「消費税は下げられない」と言い続けてきた自民党までもが、食料品の消費税を時限的にゼロにする案を次の選挙公約として検討していると報じられました。これは、消費税減税が「不可能」なのではなく、政治の意思の問題だったということです。選挙が近づき、物価高に苦しむ国民の強い要求を受けて、与党もついに減税を口にせざるを得なくなったのです。
◆しかし、皆さん。「時限的な食料品ゼロ％」で、本当に暮らしは守れるでしょうか。値上がりしているのは食料品だけではありません。実質賃金は下がり続け、消費は冷え込み、中小企業や商店街は苦境に立たされています。必要なのは、食料品に限った税率引き下げではなく、消費税率全体を引き下げる恒久的な政策転換です。
◆インボイス制度の問題も、深刻さを増しています。導入から2年、日本商工会議所などの調査では、新たに登録した事業者の多くが、取引先と価格交渉ができず、消費税負担をそのまま背負わされています。制度導入後、約半数がコスト増を、7割以上が事務負担の増加を感じています。
◆政府・与党は「2割特例」などの経過措置を縮小して延長すると言いますが、制度の根本解決にはなりません。中小事業者とフリーランスを切り捨てるインボイス制度は廃止しかありません。
◆皆さん、世界では、消費税・付加価値税の軽減や減税は当たり前の政策です。ベトナムは消費税にあたる付加価値税を10％から8％に引き下げ、2026年末まで延長しました。タイは7％に据え置き、減税を継続しています。インドでも家電や自動車の税率が引き下げられ、国内消費を活性化させています。ヨーロッパでもドイツやイタリア、スウェーデンなど多くの国が、食品や生活必需分野で軽減税率を維持・拡大していることが報告されています。生活を守りつつ、経済を活性化させるために、減税を行う――これが世界の常識です。
◆一方、日本では、防衛費がGDP比2％へ拡大され、さらに積み増されようとしています。防衛費が増え続ければ、社会保障、医療、教育、子育て支援にしわ寄せがいくのは明らかです。敵基地攻撃のためのミサイルを配備すれば、そこが攻撃の対象になります。――この軍事対軍事の政治こそ、厳しく問われるべきです。
◆消費税は1989年に導入され、社会保障のためだと説明されてきました。しかし導入後、法人税や富裕層への所得税の最高税率は引き下げられ、大企業は内部留保を積み上げ、輸出大企業は巨額の消費税還付を受け続けています。消費税は、社会保障のためではなく、大企業と富裕層減税の穴埋めに使われてきたのが現実です。
◆皆さん。いま、政治は大きな分岐点に立っています。消費税減税を与党ですら口にし始めています。きたる総選挙で、5％減税、そしてインボイス廃止の審判を下しましょう。
◆私たちは、「消費税を5％以下へ減税し、インボイス制度を廃止する」統一署名を全国で集めています。これまで30万人以上が署名し、77人の国会議員が賛同をしている署名です。
◆どうか、署名へのご協力をお願いします。消費税減税とインボイス廃止で、暮らしと営業を守りましょう。ご清聴、ありがとうございました。
